
電気自動車等の普及促進事業実施要綱 

 

（制定）平成２８年３月３０日２７環改車第８１８号 

（改正）平成２９年４月１８日２９環改車第 ３２号 

  （改正）平成２９年６月９日２９環改車第１６４号 

（改正）平成３０年３月２３日２９環改車第７４０号 

（改正）平成３０年７月１７日３０環改車第２０８号 

（改正）平成３１年３月２７日３０環改車第６３２号 

（改正）令和２年８月１１日２環地次第２７４号 

              （改正）令和３年３月１０日２環地次第６３３号 

              （改正）令和３年５月３１日３環地次第１２２号 

              （改正）令和４年４月２０日４環地次第５１号 

（改正）令和４年６月２９日４環地次第１９５号 

（改正）令和４年８月１０日４環気家第 ３９号 

（改正）令和５年１月１３日４環気家第１９０号 

 

 

第１ 目的 

この要綱は、東京都（以下「都」という。）が、自動車から排出される二酸化炭素

等の削減を図るため、電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車（以下「電気自

動車等」という。）の普及を促進するために行う「電気自動車等の普及促進事業」（以

下「本事業」という。）の実施に関する基本的な事項を定めることを目的とする。 

 

第２ 本事業の概要 

都は、電気自動車等、外部給電器、Ｖ２Ｈ又は太陽光発電システムを導入する者に

対し、当該車両又は機器の購入に要する経費の一部を助成する。 

 

第３ 用語 

  この要綱における用語の意義は、次のとおりとする。 

１ 電気自動車 搭載された電池（燃料電池を除く。）によって駆動される電動機を

原動機とし内燃機関を併用しない検査済自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律

第１８５号）第６０条第１項の規定による自動車検査証（以下「自動車検査証」と

いう。）の交付を受けた同法第２条第２項に規定する自動車をいう。以下同じ。） 

２ プラグインハイブリッド自動車 電動機と内燃機関を原動機として併用し、かつ

外部からの充電が可能な検査済自動車 

３ 外部給電器 電気自動車等に搭載された電池に充電された電気を取り出し、電気

自動車等の外部へ給電する機能を有する機器（Ｖ２Ｈを除く。） 

４ Ｖ２Ｈ 電気自動車等に搭載された電池から電力を給電するための直流／交流変

換回路をもつ充電設備で、充電コネクター、ケーブルその他の装備一式を備えたも



の 

５ 太陽光発電システム 太陽光を電気に変換するシステムであって、太陽電池、パ

ワーコンディショナ―（太陽電池が発電した直流電力を住宅で使用できる交流電力

に変換する設備をいう。）その他これらに付随する設備で構成されるもの 

６ リース契約 契約の名称にかかわらず、電気自動車等、外部給電器、Ｖ２Ｈ又は

太陽光発電システムの貸主が、当該車両又は機器の借主に対し、当事者間で合意し

た期間にわたり当該車両又は機器を使用収益する権利を与え、借主は、当該車両又

は機器の使用料を貸主に支払う契約であって、契約期間中の中途解約が原則禁止さ

れているもの 

７ リース事業者 リース契約に基づき、前号の車両又は機器を借主に貸し渡すこと

を業とする者 

 

第４ 本事業の内容   

１ 助成対象者 

   助成金の交付対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、次の各号に掲げ

る車両又は機器に応じ、それぞれ当該各号に定める要件のいずれかに該当する者と

する。 

（１）電気自動車等 

ア 東京都内（以下「都内」という。）に事務所若しくは事業所を有する事業者

又は都内に住所を有する個人であって、助成金の交付対象となる車両を所有

し、又は使用する者 

イ 都内に事務所若しくは事業所を有する事業者又は都内に住所を有する個人と

助成金の交付対象となる電気自動車等に係るリース契約を締結したリース事業

者 

 （２）外部給電器 

ア 都内に事務所若しくは事業所を有する事業者又は都内に住所を有する個人

（自動車検査証の使用の本拠の位置が都内にある電気自動車等の所有者又は使

用者である者に限る。以下イ及び３（２）において同じ。） 

  イ 都内に事務所若しくは事業所を有する事業者又は都内に住所を有する個人と

助成金の交付対象となる外部給電器に係るリース契約を締結したリース事業者 

（３）Ｖ２Ｈ 

   次のア又はイに該当するものであって、別に定める要件を満たすものとする。 

ア 助成金の交付対象となるＶ２Ｈを所有する事業者又は個人 

イ 助成金の交付対象となるＶ２Ｈを所有し、当該Ｖ２Ｈをリース契約により個

人に対して貸与する者（当該助成対象機器を貸与され使用している者と共同で

助成金の交付に係る申請を行う者に限る。） 

 （４）太陽光発電システム 

次のア又はイに該当するものであって、別に定める要件を満たすものとする。 

   ア 助成金の交付対象となる太陽光発電システムを所有する事業者又は個人 



  イ 助成金の交付対象となる太陽光発電システムをリース契約により個人に対し

て貸与する者（当該助成対象機器を貸与され使用している者と共同で助成金の

交付に係る申請を行う者に限る。） 

２ 助成対象車両又は機器の要件 

   助成金の交付対象となる車両（以下「助成対象車両」という。）又は機器（以下

「助成対象機器」という。）は、次の各号に掲げる車両又は機器に応じ、それぞれ

当該各号に定める要件を満たすものとする。 

（１）電気自動車等 

   ア 令和３年４月１日から令和５年２月２４日までの間に初度登録された自動車

（中古の輸入車を除く。）であること。 

   イ 初度登録された日に、クリーンエネルギー自動車導入促進補助金交付規程

（以下「ＣＥＶ規程」という。）に基づき、一般社団法人次世代自動車振興セ

ンター（以下「センター」という。）が実施する補助事業において補助金の交

付対象となる銘柄の車両であること。 

 ウ 自動車検査証における使用の本拠の位置が都内にあること。 

（２）外部給電器 

  ア 平成３１年４月１日から令和５年２月２４日までの間に購入された外部給電

器（中古品を除く。）であること。 

  イ 購入された日に、ＣＥＶ規程に基づきセンターが実施する補助事業におい

て、補助金の交付対象の外部給電器となっていること。 

ウ 主として都内で使用される外部給電器であること。 

（３）Ｖ２Ｈ（令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に設置されたも

の） 

  ア 令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に設置されたＶ２Ｈ（中

古品を除く。以下「Ｖ２Ｈその１」という。）であること。 

  イ 設置された日に、ＣＥＶ規程に基づきセンターが実施する補助事業において

補助金の交付対象のＶ２Ｈとなっていること。 

ウ 都内の戸建住宅に設置されるＶ２Ｈであること。 

エ Ｖ２Ｈを設置する住宅において、太陽光発電システム（別に定める要件を満

たすものに限る。）を当該設置と併せて導入し、又は既に導入していること。 

（４）Ｖ２Ｈ（令和４年４月１日から令和７年９月３０日までの間に設置されたも

の） 

  ア 令和４年４月１日から令和７年９月３０日までの間に設置されるＶ２Ｈ（中

古品を除く。以下「Ｖ２Ｈその２」という。）であること。 

  イ 設置された日に、ＣＥＶ規程に基づきセンターが実施する補助事業において

補助金の交付対象のＶ２Ｈとなっていること。 

ウ 都内の戸建住宅に設置されるＶ２Ｈであること。 

（５）太陽光発電システム 

ア 令和４年４月１日から令和７年９月３０日までの間に都内の戸建住宅に設置



される太陽光発電システム（未使用品に限る。）であること。 

   イ 太陽光発電システムを構成するモジュールが、一般財団法人電気安全環境研

究所（ＪＥＴ）が定める JETPVm認証のうち、モジュール認証を受けたもので

あること若しくは同等以上であること又は国際電気標準会議（ＩＥＣ）の

IECEE-PV-FCS制度に加盟する認証機関による太陽電池モジュール認証を受け

たものであること（認証の有効期限内の製品に限る。）。 

ウ 太陽光発電システムの発電出力（kWを単位とし、太陽光発電システムを構

成する太陽電池モジュールの日本産業規格若しくは国際電気標準会議（ＩＥ

Ｃ）の国際規格に規定されている公称最大出力の合計値又はパワーコンディシ

ョナーの日本産業規格に基づく定格出力の合計値の小数点以下第３位を四捨五

入した値のうち、いずれか小さい値とする。以下同じ。）が５０kW未満であ

ること。 

エ 太陽光発電システムを設置する戸建住宅において、当該設置と併せて、

（４）で規定するＶ２Ｈの助成金の交付申請をすること又はＣＥＶ規程に基づ

きセンターが実施する補助事業において補助金の交付対象のＶ２Ｈを既に設置

済であること。 

オ 太陽光発電システムにより供給される電気を、当該太陽光発電システムを設

置する助成対象住宅の居住の用に供する部分で使用するものであること。 

３ 助成対象経費 

  助成金の交付対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、次の各号に

掲げる助成対象車両又は助成対象機器に応じ、それぞれ当該各号に定める経費とす

る。 

（１）電気自動車等 

電気自動車等本体の購入に要する費用（消費税及び地方消費税は除く。）とす

る。 

（２）外部給電器 

   外部給電器本体の購入に要する費用（消費税及び地方消費税を除く。）とす

る。ただし、申請者が個人又は事業者の場合にあってはその者が所有し、又は使

用する電気自動車等の台数を、申請者がリース事業者の場合にあってはその借主

が所有し、又は使用する電気自動車等の台数を超えない数量の購入に係るものに

限る。 

（３）Ｖ２Ｈその１ 

   Ｖ２Ｈ本体の購入に要する費用（消費税及び地方消費税を除く。）とする。 

（４）Ｖ２Ｈその２ 

    Ｖ２Ｈ本体の機器費及び設置に係る工事費（消費税及び地方消費税を除く。）

とする。  

 （５）太陽光発電システム 

    太陽光発電システム本体の機器費及び設置に係る工事費（消費税及び地方消費

税は除く。）とする。 



４ 助成金額 

   助成金の交付額は、次の各号に掲げる助成対象車両又は助成対象機器に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

（１）電気自動車等（令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初度登録

された車両） 

   ア 助成対象経費の額とする。ただし、事業者にあっては、電気自動車は３７万

５千円、プラグインハイブリッド自動車は３０万円を上限とし、個人にあって

は、４５万円を上限とし、リース事業者にあっては、その借主が事業者である

場合は、電気自動車は３７万５千円、プラグインハイブリッド自動車は３０万

円を上限とし、個人である場合は、４５万円を上限とする。 

   イ アの規定にかかわらず、令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

(再エネ電力と電気自動車や燃料電池自動車等を活用したゼロカーボンライ

フ・ワークスタイル先行導入モデル事業)交付規程（以下「環境省補助規程」

という。)に基づく補助金の交付決定を受けた助成対象者においては、事業者

にあっては、電気自動車は５０万円、プラグインハイブリッド自動車は４０万

円を上限とし、個人にあっては、６０万円を上限とし、リース事業者にあって

は、その借主が事業者である場合は、電気自動車は５０万円、プラグインハイ

ブリッド自動車は４０万円を上限とし、個人である場合は、６０万円を上限と

する。 

（２）電気自動車等（令和４年４月１日から令和５年２月２４日までの間に初度登録

された車両） 

ア 助成対象経費の額とする。ただし、事業者にあっては、電気自動車は３７万

５千円、プラグインハイブリッド自動車は３０万円を上限とし、個人にあって

は、４５万円を上限とし、リース事業者にあっては、その借主が事業者である

場合は、電気自動車は３７万５千円、プラグインハイブリッド自動車は３０万

円を上限とし、個人である場合は、４５万円を上限とする。 

イ アの規定にかかわらず、助成対象者（リース事業者を除く。）が別表（１）

に定める方法により再生可能エネルギー電力を導入する場合において は、事

業者にあっては、電気自動車は５０万円、プラグインハイブリッド自動車は４

０万円を上限とし、個人にあっては、６０万円を上限とし、別表（２）に定め

る方法により再生可能エネルギー電力を導入する場合においては、電気自動車

は事業者にあっては６２．５万円、個人にあっては７５万円を上限とし、プラ

グインハイブリッド自動車は事業者にあっては４０万円、個人にあっては６０

万円を上限とする。 

（３）外部給電器 

３（２）の助成対象経費の２分の１の額（助成対象経費に国その他の団体から

の補助金を充当する場合にあっては、助成対象経費の２分の１の額から当該補助

金の額を控除した額）とする。ただし、４０万円を上限とする。 

（４）Ｖ２Ｈその１ 



３（３）の助成対象経費の２分の１の額（助成対象経費に国その他の団体から

の補助金を充当する場合にあっては、助成対象経費の２分の１の額から当該補助

金の額を控除した額）とする。ただし、３０万円を上限とする。 

（５）Ｖ２Ｈその２ 

ア ３（４）の助成対象経費の２分の１の額（助成対象経費に国その他の団体か

らの補助金を充当する場合にあっては、助成対象経費の２分の１の額から当該

補助金の額を控除した額）とする。ただし、５０万円を上限とする。 

イ アの規定にかかわらず、発電出力が５０kW未満の太陽光発電システム及び

電気自動車又はプラグインハイブリッド車をＶ２Ｈその２の設置と併せて導入

し、又は既に導入している場合においては、助成対象経費（助成対象経費に国

その他の団体からの補助金を充当する場合にあっては、助成対象経費の額から

当該補助金の額を控除した額）とする。ただし、１００万円を上限とする。 

（６）太陽光発電システム 

   ア 新築の住宅に住宅建築と同時に設置する場合 

  （ア）太陽光発電システムの発電出力が３．６kW以下の場合 

３（５）の助成対象経費（助成対象経費に国その他の団体からの補助金を

充当する場合にあっては、助成対象経費の額から当該補助金の額を控除した

額）の額とする。ただし、次の a又は bのいずれか小さい額を上限とする。 

a 住宅１棟当たり３６万円 

b 太陽光発電システムの発電出力に１２万円を乗じて得た額 

（イ）太陽光発電システムの発電出力が３．６kWを超えかつ５０kW未満の場合 

３（５）の助成対象経費（助成対象経費に国その他の団体からの補助金を

充当する場合にあっては、助成対象経費の額から当該補助金の額を控除した

額）の額とする。ただし、太陽光発電システムの発電出力の数値に１０万円

を乗じて得た金額を上限とする。 

イ 既存の住宅に設置する場合 

（ア）太陽光発電システムの発電出力が３．７５以下の場合 

３（５）の助成対象経費（助成対象経費に国その他の団体からの補助金を

充当する場合にあっては、助成対象経費の額から当該補助金の額を控除した

額）の額とする。ただし、次の a又は bのいずれか小さい額を上限とする。 

a 住宅１棟当たり４５万円 

b  太陽光発電システムの発電出力に１５万円を乗じて得た額 

（イ）太陽光発電システムの発電出力が３．７５kWを超えかつ５０kW未満の場

合 

３（５）の助成対象経費（助成対象経費に国その他の団体からの補助金を

充当する場合にあっては、助成対象経費の額から当該補助金の額を控除した

額）の額とする。ただし、太陽光発電システムの発電出力の数値に１２万円

を乗じて得た金額を上限とする。 

 



第５ 本事業の実施体制 

  都は、次のとおり本事業を実施する。 

１ 都は、公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）に対し、第４によ

る助成金の原資として出えんを行うものとする。 

２ 公社は、前項の出えん金をもとに基金を造成し、都と公社とで別途締結する出え

ん契約に基づき、基金を適正に管理するものとする。 

３ 都は、１の出えん金のほか、公社に対し、第４による助成金の交付を行う事務を

委託し、当該事務の執行に要する費用については、都の予算の範囲内において、委

託料として公社に支払うものとする。 

 

第６ 本事業の実施期間 

本事業の実施期間は、平成２８年度から令和６年度までとする。ただし、第４ ２

（１）、（２）及び（３）の車両及び機器への助成金の交付は令和４年度まで、第４ 

２（４）及び（５）の機器への助成金の交付は令和７年度までに行うものとする。 

 

第７ その他必要な事項 

この要綱に定めるもののほか、本事業の実施について必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１８日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年６月９日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３０年７月１７日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年８月１１日から施行する。 

 



   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年５月３１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月２０日から施行する。 

 

  附 則（令和４年６月２９日付４環地次第１９５号） 

 この要綱は、令和４年７月１４日から施行する。 

 

  附 則（令和４年８月１０日付４環気家次第 ３９号） 

 この要綱は、令和４年８月１０日から施行する。 

 

附 則（令和５年１月１３日付４環気家次第１９０号） 

 この要綱は、令和５年１月１３日から施行する。 

 

 

別表（第４ ４（２）関係）再生可能エネルギー電力の導入方法 

（１）次に掲げる再生可能エネルギー電力メニューを契約していること。 

ア 環境省補助規程 別表３【再生可能エネルギー１００％電力調達】①

（２）の環境省が指定する再生可能エネルギー電力メニュー 

イ 東京都「再生可能エネルギーグループ購入促進モデル事業」（令和元から

２年度）又は九都県市首脳会議「再生可能エネルギーグループ購入事業」

（令和３から４年度）で提供する電力メニューのうち、再生可能エネルギ

ーの割合が１００％のもの 

（２）３ｋＷ以上の発電出力の太陽光発電システムを設置又は自営線で接続してい

ること。 

 


